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許可申請手続の改正 及び
 包括許可制度の手続の改正等について
 ２０１２年４月
 経済産業省 貿易管理部
 安全保障貿易審査課
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１．通達改正の全体像
 改正通達の施行日：２０１２年４月１日
 ※１ ①の通達については、４月１日の改正通達施行後も、改正前の通達に基づいた手続きを６月３０日まで認められる。
 ※２ ②、⑫～⑭及び⑤⑥⑨～⑪の一部については、２０１２年７月１日施行
 ＜見直し対象の通達＞ ①輸出許可・役務取引許可・特定記録媒体等輸出等許可申請に係る提出書類及び注意事項等について＇※１（
 ②包括許可取扱要領＇※２（
 ③直線軸位置決め精度の申告値について
 ④大量破壊兵器等及び通常兵器に係る補完的輸出規制に関する輸出手続等について
 ＜その他通達改正＇関連規程の改定に伴う一部改正等（＞
 ⑤輸出貿易管理令の運用について＇※２（
 ⑥外国為替及び外国貿易法第２５条第１項及び外国為替令第１７条第２項の規定に基づき許可を要する技術を
 提供する取引又は行為について＇※２（
 ⑦特定貨物の輸出・役務取引・特定記録媒体等輸出等の許可申請に係る事前相談及び一般相談について
 ⑧輸出貿易管理令別表第１の２の項＇１（から＇８（まで又は＇１０（若しくは＇１０の２（に掲げる貨物の輸出許可等
 について
 ⑨電子情報処理組織を使用して行う特定手続等の運用について＇※２（
 ⑩電子情報処理組織を使用して行う特定手続等に係る申請項目について＇※２（
 ⑪輸出管理内部規程の届出等について＇※２（
 ⑫電子許可・承認・確認に係る貨物の税関への輸出入申告時等に通関データベースシステムの停止があった
 場合の取扱いについて＇※２（
 ⑬電子許可・承認・確認に係る貨物の税関への輸出入申告に当たっての裏書情報の記録等について＇※２（
 ⑭税関における包括許可の確認方法について＇※２（
 ＜通達改正の趣旨＞ 安全保障貿易管理審査関連通達について、企業の取引実態や諸外国の輸出管理運用の実態などを
 踏まえ、所要の見直しを行ったもの。
 3
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２．提出書類通達について
 「輸出許可・役務取引許可・特定記録媒体等輸出等許可申請に係る提出書類及び注意事項等について」＇平成24･03･23貿局第1号輸出注意事項24第18号（
 ２-１．改正のポイント ２-２．通達の一本化・構成整理 ２-３．提出書類の明確化・簡素化 ２-４．需要者による誓約書の見直し ２-５．輸出者による誓約書の廃止
 4

Page 5
						

2-１. 改正のポイント
 ３．需要者による誓約書の見直し
 ○申請の際に提出する書類の様式化
 ・明確化を行いました。
 ○プログラム提供の申請明細書を、貨
 物輸出と同じ様式に一本化しました。
 ○再移転に関する事前同意手続きを
 廃止し、再販売に関する事前同意手続
 きは原則ストック販売に限定しました。
 ○需要者等による誓約書を様式化すると
 ともに、経済産業省から求められている
 ものである旨の位置づけを明確化しま
 した。
 ２．提出書類の明確化・簡素化
 ４．輸出者による誓約書の廃止
 輸出者による誓約書を廃止し、需要者等から事前同意に係る手続きを求められたときには経済産業省に手続きを行う旨の許可条件を課す制度としました。
 ５．事前同意が不要となる場合の明記
 輸出した貨物が費消されたとき等には誓約書に基づく事前同意が不要となる旨を通達本文に記載しました。
 １．通達の一本化・構成整理
 「輸出許可・役務取引許可・特定記録媒体等輸出等許可申請書に伴う添付書類等について＇お知らせ（」等合計１３の通達を一本化・簡略化しました。
 5
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2-２. 通達の一本化・構成整理
 添付書類関連通達の一本化・構成整理
 以下の合計１３の通達を一本化・簡略化しました。
 大量破壊兵器関連貨物・技術の輸出管理について
 同一契約において輸出許可と役務取引許可又は特定記録媒体等輸出等許可の申請が必要となる場合の一括申請について＇お知らせ（ 通常兵器関連貨物・技術の輸出管理について
 輸出許可・役務取引許可・特定記録媒体等輸出等許可申請書に伴う添付書類等について(お 知らせ)
 輸出貿易管理令別表第１の２の項＇１２（に掲げる貨物の輸出許可等に係る事前同意について
 武器のクレーム輸出等に係る添付書類について＇お知らせ（
 需要者等が確定していない場合の輸出許可等の取扱いについて＇お知らせ（
 輸出貿易管理令別表第１の３の項＇１（に掲げる化学物質の輸出に係る「最終用途証明書」について
 輸出者等誓約書に基づく我が国を仕向地とする貨物の再輸出等の際の事前同意について
 輸出貿易管理令別表第１の８の項に掲げる電子計算機等の輸出許可申請に係る誓約書について＇お知らせ（
 大量破壊兵器関連設計・製造技術の提供に伴う相談の書式について＇お知らせ（
 輸出許可等に係る申請書及び添付書類の郵送による提出等について＇お知らせ（
 輸出者誓約書及び需要者誓約書における誓約事項の遵守について＇お知らせ（ 6
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各種添付書類 の様式です。 内容明細書
 ・誓約書が大きく 変更になって います。
 各種添付書類 の記載要領です。
 貨物・役務 マトリクス、 提出書類一覧
 など。 実務面で最も 使用することに なります。
 輸出者が行う 手続きの順番に 合わせた構成に なりました。
 2-２. 通達の一本化・構成整理
 通達の構成
 本文
 ＇P1～P10（ Ⅰ～Ⅴ、附則
 別表
 ＇ P11～P36（ 別表１～６
 別記
 ＇ P37～P57（ 別記１～５
 様式
 ＇ P58～P79（ 様式１～２２
 ○大きく、以下の４つの内容で構成されています。
 ○本文は少なく、別表以降が多い構成となっています。
 7
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2-２. 通達の一本化・構成整理
 Ⅱ．輸出許可申請、役務取引許可申請
 又は特定記録媒体等輸出等許可申請
 に係る添付書類等について
 申請の前に取引に関して確認すべき①～⑲の項目を提示。
 申請時に提出する書類＇詳しくは別表（、
 主な注意点＇誓約書、許可条件等（について記載。
 Ⅰ．許可申請の前に輸出者及び
 提供者が実施する事項
 Ⅲ．許可後の手続き
 再輸出・再販売等の事前同意手続きについて記載。
 Ⅳ．用語の解釈
 Ⅴ．申請書及び添付書類の
 郵送による提出等
 ＋ 附則＇経過措置等（
 本文の構成
 8
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・・・
 2-２. 通達の一本化・構成整理
 別表２ 技術、提供先国及び提出書類
 別表１ 貨物、仕向地及び提出書類
 別表３ 国及び地域区分の対照表
 別表４ 提出書類一覧
 別表５ 事前同意手続きの対象外となる貨物
 別表６ 申請書及び添付書類の郵送による
 提出先
 別表３
 別表４
 別表の構成
 別表１～６まで。
 提出書類を確認する際に参照してください。
 9
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2-2. 通達の一本化・構成整理
 別記２ 誓約書の記載要領
 各種提出書類の記載要領を詳しく示しています。＇別表４の右端欄に対応（
 提出書類のうち、誓約書について、
 より詳細な記載要領を示しています。
 別記１ 提出書類の記載要領
 別記３ 最終用途誓約書に係る注意事項
 需要者等から誓約書を取得する際に、
 需要者等に理解していただく注意事項を
 示しています。
 別記４ 許可条件に関する事項
 別記５ 事前同意手続きに係る書類
 の記載要領
 許可証に記載される許可条件の例を示しています。
 本文のⅢ．の事前同意相談書・要請書の記載要領を示しています。
 別記の構成
 別記１～５まで。
 各種記載要領等を示しています。
 10
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2-2. 通達の一本化・構成整理
 これまでホームページにのみ掲載していた様式についても、通達上で明確化しました。
 様式１ 輸出許可・役務＇プログラム（取引許可申請内容明細書
 様式７ 最終用途証明書＇ＣＷＣに基づく輸入国政府からの証明書（
 様式１３ 郵送による許可申請書類等の送り状
 様式１８ 輸出許可又は役務取引許可条件履行書類
 様式２ 最終用途誓約書＇最終需要者確定（
 様式８ 授権証明書 様式１４ 需要者等が事前同意を得ずに再輸出等をしたことを把握したときの報告・情報提供について
 様式１９ 再輸出・再販売等に関する事前同意相談書
 様式３ 最終用途誓約書＇最終需要者未確定（
 様式９ 委任状 様式２０ 提供技術により製造した製品の輸出・販売に関する事前同意相談書
 様式４ 最終用途誓約書＇ＣＷＣ規制品目（
 様式１０ 証明書＇原本証明書（
 様式１５ ＇貨物・技術（の保管、再販売等の状況報告書
 様式５ 移設検知装置に係る確認書
 様式１１ 証明書＇事前同意手続きの際の原本証明書（
 様式１６ 据付報告書＇設置状況報告書（
 様式２１ 再輸出、再販売等の事前同意相談要請書
 様式６ 需要者の当該貨物の調達実績等
 様式１２ 価格等内訳説明書
 様式１７ 受領確認書 様式２２ 提供技術により製造した製品の輸出、販売の事前同意相談要請書
 様式の構成＇様式１～２２（
 11
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2-3. 提出書類の明確化・簡素化
 ＇事例（ 工作機械の輸出の場合
 ＇仕向地：中国（
 ＇１（別表１の貨物マトリクスを確認します。
 ・・・
 ＇２（別表３の国・地域区分一覧を確認します。
 ・・・
 ＇４（別記１、２の記載要領、様式を参照
 し、必要書類を作成してください。
 ＇３（別表４の提出書類一覧＇提出書類Ｃ（ を確認します。
 提出書類の確認方法
 特に、
 ①許可申請内容明細書
 ②需要者等の誓約書
 について、大きく様式が変わっていますので、
 次のスライド以降ご説明します。
 ○許可申請内容明細書、誓約書について、大きく様式が
 変更になっています。
 ○提出書類については、貨物マトリクス＇別表１（、国地域
 区分＇別表３（から、提出書類一覧＇別表４（を確認して
 ください。
 12
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2-3. 提出書類の明確化・簡素化
 「輸出許可・役務＇プログラム（取引許可申請内容明細書」 ＇様式１（
 ○これまで各種添付書類に 分散して記載をお願いして いたものを統合しました。
 許可申請内容明細書について
 ○プログラムも記載する様式 となりました。
 ◆なお、電子申請を行う場合は、お手数ですが、当面の間、「輸出許可・役務＇プログラム（取引許可申請内容明細書」 のＰＤＦを添付してください。
 ◆記載方法はＰ３７の 別記１＇ア（に詳しく 示しています。 ◆Ｑ＆Ａも併せてご覧 ください。
 13
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2-4. 需要者による誓約書の見直し
 最終用途誓約書 ＇様式２～４（
 経済産業省から求められているものである旨の位置づけを明確化しました。
 需要者等の誓約書について
 事前同意手続きが必要となるものの対象が、再輸出と再販売の一部＇ストック販売（に限定されました。
 需要者が、別記３の「最終用途誓約書に係る注意事項」を理解した旨をチェックする、チェックボックスを設けています。
 ○再移転に関する事前同意手続きを廃し、再販売に関
 する事前同意手続きは原則ストック販売に限定しました。
 ○需要者等による誓約書を様式化するとともに、経済産
 業省から求められているものである旨の位置づけを明
 確化しました。
 14
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2-4. 需要者による誓約書の見直し
 ○最終需要者が確定している場合と確定していない場合で様式が異なります。
 誓約書の様式について
 様式２
 ＇最終需要者が
 確定している場合（
 様式３
 ＇最終需要者が
 確定していない場合（
 様式４
 ＇貨物がＣＷＣで規制されている品目＇提出書類Ｄ２～Ｄ４（の
 場合（
 追加的誓約事項の例： ① 最終需要者が確定していない場合であって、予定又は想定する販売先を特定できる場合
 「第２節で示した貨物等で製造された貨物等は、［予定された又は想定される最終需要者］のみに販売されます。ここで示した販売先に再販売又は再輸出するときには事前同意の対象としません。」 ③ 輸出令別表第１の３の項＇１（に該当する化学物質の輸出をする場合
 ＇イ（貨物等省令第２条第１項第一号に該当する貨物を「に地域①」に輸出する場合又は同条第二号ニからト並びに同条第三号レからヤまでのいずれかに該当する貨物を「は地域②」に輸出するときに、以下の追加的誓約事項を追加することができます。
 「第３節＇ｄ（の誓約事項に反し、やむを得ず、我々＇私（が第２節で示した貨物等、その複製、
 ［化学物質名］及び全重量の３０％を超える〔化学物質名〕を含む混合物を再販売又は再輸出す
 る場合、我々＇私（は、第１節(a)で示した輸出者の書面による事前同意を得ます。」
 ○「追加的誓約事項」を加える場合があります。
 英語版の様式はコチラ ※誓約書は、必ずこちらの様式を使用してください。
 → http://www.meti.go.jp/policy/anpo/kanri/shinseisho/tenpu24fy/seiyakusho_yoshiki_kisaiyouryou.pdf
 15

Page 16
						

2-4. 需要者による誓約書の見直し
 「最終用途誓約書に係る注意事項」 ＇別記３－１、３－２（
 誓約書に係る注意事項 ○需要者等から誓約書を取得する際には、需要者等に対して、経済産業省からの「最終用途誓約書に係る注意事項」について充分に説明し、理解した上での署名を求めてください。
 ○取得した誓約書とともに、需要者等が理解したことを確認したことの記録も保存してください。
 16
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Ａ．「誓約書に係る注意事項」の説明相手の名前・肩書、説明者の名前・肩書・日付、説明を
 受けたうえで需要者等が誓約書に署名したことの記録を保存してください。
 代理の者によって説明を行った場合には、当該代理の者に対して、「誓約書に係る注意
 事項」の説明指示を行ったことについて確認できる書類又は記録も含みます。
 →詳しくは、Ｑ＆Ａをご覧ください。
 2-4. 需要者による誓約書の見直し
 誓約書取得に関するＱ＆Ａ
 Ｑ．「需要者等が理解したことを確認したことの記録」とは、具体的にはどのようなものを 保存すれば良いのでしょうか？
 Ａ．当該最終需要者において武器等の製造等に用いられないことが客観的に保証されな
 ければ、基準を満たさないと判断されますので、安全保障貿易審査課にご相談ください。
 →詳しくは、Ｑ＆Ａをご覧ください。
 Ｑ．誓約事項の中に「貨物等の使用は民生用途に限る」とあります。最終需要者自身が 民生用途と言っていても、当該事業者が軍用品の製造事業許可も有している場合は、 どのように対応すれば良いでしょうか？
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2-4. 需要者による誓約書の見直し
 ＇事例（原許可時に最終需要者が確定していた貨物について、
 最終需要者Ａが国内の第三者Ｂに再販売を行う場合
 最終需要者が再販売を行う際の手続き
 ②事業者Ｂが署名する誓約書には、経済産業省が示す最終用途誓約書の様式２を用いてください。
 ③最終需要者Ａは、事業者Ｂに対して、別記３－１に示す「最終用途誓約書に係る注意事項」を説明し、その内容を事業者Ｂが理解したことを確認してください。
 以下の点にご注意ください。
 ④誓約書の宛先は、最終需要者Ａとなります。
 ⑤誓約書は２通作成し、１通は最終需要者Ａが、もう１通は事業者Ｂが保存してください。
 ⑥最終需要者Ａは、誓約書とともに、事業者Ｂが「最終用途誓約書に係る注意事項」を理解したことを確認したことの記録も保存してください。
 ①最終需要者Ａは、事業者Ｂが大量破壊兵器や武器の開発・製造の活動に関与していないことを確認してください。
 18
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誓約書の宛先について
 別記３－１に基づく輸出＇最終需要者が確定（の場合に必要な誓約書の例
 ○日本からの輸出の際に需要者等から取得する誓約書は、宛先が日本の輸出者になります。
 ○再販売＇許可申請時に最終需要者が確定している場合（の際に新たな最終需要者から取得する
 誓約書は、宛先が当初の最終需要者となります。
 ○再輸出及び経済産業省への事前同意手続きが必要な再販売＇ストック販売（の場合は、誓約書の
 宛先が日本の輸出者になります。
 2-4. 需要者による誓約書の見直し
 日本の輸出者Ａから Ｘ国事業者Ｂへの輸出時
 （輸出α） →必要な誓約書：
 日本の輸出者Ａを宛先とする事業者Ｂの誓約書
 Ｘ国事業者Ｂから Ｘ国事業者Ｃへの再販売時
 （再販売β） →必要な誓約書： Ｘ国事業者Ｂを宛先とする Ｘ国事業者Ｃの誓約書 ＇事業者Ｂ・Ｃが保存（
 Ｘ国事業者Ｃから Ｙ国事業者Ｄへの再輸出時
 （再輸出γ） →必要な誓約書：
 日本の輸出者Ａを宛先とするＹ国事業者Ｄの誓約書
 日本の 輸出者Ａ
 Ｘ国の 事業者Ｂ
 Ｘ国の 事業者Ｃ
 Ｙ国の 事業者Ｄ
 （輸出α） （再販売β） （再輸出γ）
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補修品に関する事前同意手続きが不要な場合
 過去輸出した貨物の補修品として別表５に掲げる貨物をＸ国の輸入者Ａに輸出する場合は、
 Ｘ国の輸入者Ａから取得する誓約書について、最終需要者が確定していない場合を想定した
 別記３－２の「最終用途誓約書に係る注意事項」を輸入者Ａに説明の上、予定される販売先で
 あるＸ国最終需要者Ｂ、Ｃを記載したもの＇様式３の第３節(d)に記載（を提出することで、当該
 最終需要者への再販売に係る事前同意手続きを不要とすることができます。
 2-4. 需要者による誓約書の見直し
 参考．補修品に関する事前同意手続きが不要な場合＇別表５貨物（の誓約書の扱い
 日本の輸出者 → Ｘ国の輸入者Ａ → Ｘ国最終需要者Ｂ
 → Ｘ国最終需要者Ｃ
 ＇輸出α（ ＇再販売β（
 日本の輸出者からＸ国輸入者Ａへの輸出時
 ＇輸出α（ →必要な誓約書：
 最終需要者が確定していない場合を想定した最終用途誓約書＇様式３（で、予定される販売先Ｂ、Ｃを記載したものを使用。輸入者Ａによる日本の輸出者宛の誓約書。
 日本の輸出者とX国の輸入者Aが保存し、許可申請時に輸出者は経済産業省に提出する。
 「最終用途誓約書に係る注意事項」は別記３－２を用いること。
 Ｘ国輸入者ＡからＸ国最終需要者Ｂ、Ｃへの
 再販売時＇再販売β（ →必要な誓約書：
 最終需要者が確定している場合を想定した最終用途誓約書＇様式２（を使用。
 最終需要者Ｂ、Ｃによる日本の輸出者宛の誓約書。日本の輸出者及びX国最終需要者B・Cが保存。
 「最終用途誓約書に係る注意事項」は別記３－１を用いること。なお、再販売βは補修品のための販売であり、既輸出貨物と１対１での交換が基本。
 予定される販売先
 20

Page 21
						

2-4. 需要者による誓約書の見直し
 改正前の通達に基づき取得した誓約書について
 ○改正前の通達に基づき取得した誓約書は、新たな通達の施行後も有効です。
 改正前の通達に基づき需要者の誓約書を取得・輸出者の誓約書を提出した場合、引き続き再移転・再販売＇ストック販売以外も含む（に係る事前同意手続きが必要です。
 ○新たな通達に基づく誓約書に変更できる場合があります。
 原許可時に特別の条件が課されていない場合や条件が課されていてもすでにその条件を
 履行済みのものについては、新たな通達に基づく誓約書を取得し直すことが可能です。
 通達別記３の「最終用途誓約書に係る注意事項」の内容を需要者等に十分説明し、
 需要者等が理解したことを確認したうえで新たな誓約書を取得してください。
 経済産業省には、以下の書類の提出をお願いします。
 ＇１（相談者からの誓約書変更に関する事前相談書 ２通
 ＇２（原許可証の写し＇裏面の写しを含む（ １通
 ＇３（需要者等からの原許可時の誓約書の写し １通
 ＇４（需要者等からの新しい誓約書 原本１部、写し１部
 21
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2-5. 輸出者による誓約書の廃止
 輸出者から経済産業省に対する誓約書を廃止し、許可条件が課されることになります。
 輸出者による誓約書を廃止し、需要者等から事前同意に係る手続きを求められたときには経済産業省に手続きを行う旨の許可条件を課す制度としました。
 許可条件の例：
 (a)最終需要者が確定している場合は、
 「最終需要者から再輸出＇再提供＇当初の技術の提供先国以外の国で提供する場合に限る。（（
 に係る事前同意に係る手続きを求められたときには速やかに経済産業省に事前同意に係る
 手続きを行い、経済産業省の指示に従うこと。」
 (b)最終需要者が確定していない場合は、
 「輸入者＇取引の相手方（から再輸出又は再販売＇再提供（に係る事前同意に係る手続きを
 求められたときには速やかに経済産業省に事前同意の手続きを行い、
 経済産業省の指示に従うこと。」
 ※ なお、(b)において、事前同意に係る手続きの対象外とする者があるときは、
 「○○○を除き」と示します。
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3．包括許可について
 「包括許可取扱要領」＇平成24･03･23貿局第1号輸出注意事項24第19号（
 ３-１．包括見直しに向けた基本コンセプト ３-２．包括許可の種類 ３-３．各種包括許可について ３-４．包括許可全体の共通改正事項について
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包括許可制度とは、国際レジームの加盟状況、輸出者の輸出管理能力などを鑑み、一定の仕向地と品目の組合せに対して一括して許可するもの。 従来の４つ＇一般包括・特定包括・特別返品包括・特定子会社包括（の包括制度について、 ・一般包括は、国際レジームメンバー国に対する簡便な運用を可能とする制度、 ・特定包括は、輸出者の厳格な輸出管理を前提に取引実態に合わせた簡便な運用を可能とする 制度、 というコンセプトの下で、２０１２年４月に関連通達を改正＇同年７月施行（。
 ３-１. 包括見直しに向けた基本コンセプト
 従来、包括許可制度については、３本の通達にまたがり規定されていたところ、通達の一本化を実施 ○包括許可取扱要領 ○包括許可について＇運用のための輸出注意事項（ ○包括許可の手続等について＇お知らせ（ ○包括許可取扱要領に統合＇２０１２年７月１日施行（ 包括取扱要領の構成 Ⅰ 一般包括許可＇要件、範囲、申請書類等（ Ⅱ 特定包括許可＇要件、範囲、申請書類等（ Ⅲ 特別返品等包括許可＇要件、範囲、申請書類等（ Ⅳ 特定子会社包括許可＇要件、範囲、申請書類等（ Ⅴ 特定手続等＇電子申請（ Ⅵ 申請書類の記載方法等 別表１から８＇許可条件（ 別表Ａ＇貨物のマトリックス（、別表Ｂ＇役務のマトリックス（、地域設定について 様式＇様式第１から２０、様式ａ、ａの２及び記載例１（
 通達の一本化
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特一包括
 ＇特別一般包括輸出/役務取引許可（
 特別返品等包括輸出・役務取引許可
 継続的な取引関係を行っている同一の相手方に対する輸出を包括的に許可する制度。輸出管理内部規程の整備、実地調査の事前実施を要件とする。なお、インフラプラントプロジェクトについては、継続的な取引関係がなくても申請が可能。
 防衛省等向けに輸入した装備品やその部分品＇１項該当の武器（の不具合品、異品等を返却するための貨物の輸出及び役務の提供を包括的に許可する制度。ＣＰ整備、ＣＬ受理票の交付、実地調査の事前実施が申請要件。
 特定子会社包括許可 ＇申請者との資本関係（
 我が国企業の子会社向け＇50％超資本（に対する一定の品目の輸出について、包括的に許可する制度。輸出管理内部規程の整備、実地調査の事前実施を要件とする。
 特定包括輸出/役務取引許可 ＇複数回の許可取得実績（
 ホワイト包括
 ＇一般包括輸出/役務取引許可（
 貨物・技術の機微度が比較的低い品目について、電子申請を前提とし、ホワイト国向けを限定に一定の仕向地・品目の組合せの輸出を包括的に許可する制度。輸出管理内部規程の整備は不要。
 貨物・技術の機微度が比較的低い品目について、非ホワイト国向けを含んだ一定の仕向地・品目の組合せの輸出を包括的に許可する制度。輸出管理内部規程の整備、実地調査の事前実施を要件とする。
 ３-２. 包括許可の種類
 一般包括輸出/役務取引許可
 特定子会社包括許可 ＇申請者との資本関係（
 特別返品等包括輸出・役務取引許可
 旧 新 赤字部分は２０１２年７月１日施行
 特定包括輸出/役務取引許可 ＇複数回の許可取得実績（
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従来の一般包括の要件であったＣＰの整備、ＣＬ受理票の交付を不要とし、厳格な輸出管理を行うホワイト国向けについては、可能な限り簡素な手続で輸出が可能に
 ３-３. ① ホワイト包括（一般包括許可）について
 １．概要
 輸出貨物の仕向地又は役務提供の提供先国を厳格な輸出管理が行われる輸出貿易管理令別表第３に掲げる地域＇ホワイト国（に限定し、２項から１４項までの特定の貨物の輸出＇別表Ａにおいて、「一般」と表記された貨物及び仕向地の組合せとなる輸出（又は役務の提供＇別表Ｂにおいて、「一般」と表記された技術及びその提供地の組合せとなる取引（について包括的に許可する新制度 ２．要件 ○ＮＡＣＣＳシステムによる電子申請限定 ○申請時に輸出者等遵守基準を定める省令に基づく該非確認責任者及び統括責任者を登録 ＇ＣＰの整備、ＣＬ受理票の交付不要（
 ホームページでは、国名での表記もする予定
 Ｑ＆Ａ Ｑ１：ホワイト包括輸出許可を取得した後に特一包括輸出許可を取得することや、既に特一般包括輸出許可を取得している中、新たに創設されたホワイト包括輸出許可を取得することは可能ですか。
 Ａ１：特一包括輸出許可とホワイト包括輸出許可の両方を取得することは可能ですが、両方の許可を取得した場合には、それぞれの要件、許可の範囲、条件などに従い、個々の取引についてどちらの許可証を用いて輸出を行うのかを決め、社内管理をお願いします。
 Ｑ２：一般包括輸出許可申請時にチェックリスト受理票ではなく、輸出者等遵守基準を定める省令に基づいた該非確認責任者を登録した場合、ホワイト包括輸出許可証を使用して輸出する際の該非判定は、どういった手続が必要ですか。
 Ａ２：申請時にチェックリスト受理票ではなく、輸出者等遵守基準を定める省令に基づいた該非確認責任者を登録している場合は、当該省令に沿った該非判定手続をお願いします。
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３-３. ② 特別一般包括許可（特一包括）について
 １．概要
 輸出貨物の仕向地又は役務提供の提供先国を輸出貿易管理令別表第３に掲げる地域＇ホワイト国（に一部の非ホワイト国に限定した２項から１４項までの特定の貨物の輸出＇別表Ａにおいて、「特別一般」と表記された貨物及び仕向地の組合せとなる輸出（又は役務の提供＇別表Ｂにおいて、「特別一般」と表記された技術及びその提供地の組合せとなる取引（について包括的に許可する制度 ２．要件 ○ＣＰの整備、輸出者等概要・自己管理チェックリスト受理票＇ＣＬ（の交付 ○安全保障貿易検査官室による事前の実地調査 ○輸出管理内部規程に基づき、社内審査を実施した上で貨物の輸出又は役務の提供実績 ○適格説明会の受講 ３．主な変更点 新規で取得する際には、安全保障貿易検査官室による事前の実地調査が要件化 一部の貨物・技術＇輸出令別表第１の３項＇２（７、３項＇２（９、４項＇４（、４項＇１３（、４項＇１５（２、
 ４項＇１５（４、４項＇１６（、４項＇２４（（については、非ホワイト国を仕向地とする取引を一般包括の対象から特定包括の対象に変更 ４．既保有者扱い
 旧通達に基づく一般包括許可を受けている者は、改正後の通達による特別一般包括許可を受けているとみなす旨を附則にて規定 ⇒ 更新時の実地調査不要、改正後の許可の範囲、条件が適用
 非ホワイト国を仕向地とする包括制度であり、適切な輸出管理体制を構築している輸出者が対象 27
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インフラプラントプロジェクトや補修品の輸出の実態に即した要件の緩和
 ３-３. ③ 特定包括許可について １．概要 継続的な取引関係がある貨物の需要者又は役務を利用する者に対し、 ２項から１４項までの特定の貨
 物又は役務のうち、継続的な取引実績がある貨物の輸出＇別表Ａにおいて、「特定」と表記された貨物及び仕向地の組合せとなる輸出（又は役務の提供＇別表Ｂにおいて、「特定」と表記された技術及びその提供地の組合せとなる取引（について包括的に許可する制度。
 ２．要件 ○ＣＰの整備、ＣＬの交付 ○安全保障貿易検査官室による事前の実地調査 ○輸出管理内部規程に基づき、社内審査を実施した上で貨物の輸出又は役務の提供実績 ○適格説明会の受講 ３．主な変更点 以下の取引については、継続的な取引関係の要件を撤廃＇詳細次頁（ ・インフラプラントプロジェクトに係る取引 ・一部の貨物について、個別許可を一度受けており、当該許可と同じ用途・使用場所等の取引 誓約書の内容、様式を個別許可申請に準ずるものに変更 ４．既保有者扱い
 旧通達に基づく特定包括許可を受けている者は、改正後の通達による特定包括許可を受けているとみなす旨を附則にて規定 ⇒ 改正後の許可の範囲、条件が適用される。
 同一の需要者向けの輸出許可取得件数が１年間に６件以上＇役務については、３件以上（若しくはその見込み又は３年間におけるそれぞれの１年間に輸出取得許可件数が２件以上＇役務については１件以上（あるもの
 継続的な取引関係
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３-３. ④ 特定包括許可の変更点について
 インフラプラントプロジェクトについて
 許可を受けて輸出した貨物の保守若しくは修理又は交換を目的として、以下に該当する貨物の本体又は部分品を輸出することが見込まれる場合であって、許可を受けた同一の需要者向けの輸出であるもの ・輸出令別表第１の２の項(12)に掲げる測定装置のうち、
 半導体の製造用又は試験用の装置に組み込まれる非接触型測定装置 ・輸出令別表第１の２の項(41)に掲げる高速度で大電流
 のスイッチングを行う機能を有する組立品＇ただし、半導体の露光装置用の電源に限る（ ・輸出令別表第１の３の項(2)７に掲げる弁又は９に掲げるポンプ ・輸出令別表第１の４の項(8)に掲げる連続式の混合機＇部分品に限る（
 インフラプラントプロジェクトについては、継続的な取引が予め見込まれるため当該要件を撤廃
 例（４項(8)に該当する連続式の混合機について、許可を
 取得した上で輸出した後、当該貨物の補修部品の引き合いがあった場合
 当該インフラプラントプロジェクトに係る特定包括許可証を保有する者が既に存在しており、注文書等で申請者が当該プラントの取引に関与していることが確認できる場合には、需要者の概要説明書の提出不要
 需要者の誓約書に申請者名が、宛先の一つに含まれており、かつ、誓約書の貨物等の欄の記載内容に申請貨物が含まれている場合には、申請者間で需要者の誓約書の共有が可能
 要件の撤廃
 書類の共有化
 補修用輸出について
 特定包括保有者
 申請書類の共有
 混合機の部分品
 連続式の混合機
 個別許可
 特定包括適用可
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３-３. ⑤ 特定子会社包括許可について １．概要 輸出者が過半数以上の株式を有している子会社＇特定子会社（に対し、 ２項から１４項までの特定の 貨物の輸出＇別表Ａにおいて、「特定」と表記された貨物及び仕向地の組合せとなる輸出（及び役務の
 提供＇別表Ｂにおいて、「特定」と表記された技術及びその提供地の組合せとなる取引（について包括的に許可する制度＇詳細は次頁（
 ２．要件 ○特定子会社の株式の過半数を所有 ○ＣＰの整備、ＣＬの交付 ○安全保障貿易検査官室による事前の実地調査 ○輸出管理内部規程に基づき、社内審査を実施した上で貨物の輸出又は役務の提供実績 ○適格説明会の受講
 ３．主な変更点 ・特定子会社の資本比率を日本資本１００％から５０％超へ ・一の許可証において、輸出許可と役務取引許可を対象とするとともに複数国の特定子会社を対象可能 ・METIの事前同意不要で特定子会社間の貨物の融通が可能。また、特定子会社と継続的な取引関係 を有する者についても、特定子会社からの再輸出について、METIの事前同意不要 ・役務の対象範囲拡大＇①非該当品の設計・製造技術、②該当品の商品企画・研究企画段階に必要な 設計・製造技術（ ・誓約書の内容、様式を個別許可申請に準ずるものに変更
 ４．既保有者扱い
 旧通達に基づく特定子会社包括許可を受けている者が、改正後の通達に基づく更新をした際に改正後の許可の範囲、条件が適用
 資本比率の緩和や複数国にまたがるグループ企業間の取引拡大に対応
 特定包括許可と異なり、申請時に貨物を特定する必要がなく、特定包括許可が適用可能な範囲全てが許可の対象
 30
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子会社の資本比率について、①と実質的に同様と認められる者＇詳細次頁（
 ・非該当品の製造・設計技術 ・該当品の商品企画・研究企画段階に必要な設計・製造技術
 海外子会社＇特定子会社（ ＇輸入者又は最終需要者（
 A国 B国 C国
 ３-３. ⑥ 特定子会社包括許可制度の概要 ＇参考（
 ①申請者＇親会社（ ②申請者
 指導・監査 ・申請時と更新時までに 実施＇更新は３年に１回（ ・内部監査については毎年
 特定子会社以外＇グループ外（ の需要者
 ※特定子会社間であれば、再輸出を含め、事前同意を得ずに取引が可能
 特定子会社が行うグループ外への再販売等については、原則として事前同意の対象となるが、事前にどの者に再販売等を行うかが分かっている場合については、一定の要件を満たす＇グループ外の（最終需要者に限り、申請＇アメンド含む（時に審査の上、個別の事前同意を得ることなく包括的に再販売等を可能とする。＇※一定の要件を満たす最終需要者とは、特定包括制度における「継続的な取引関係」の要件を満たす者（
 (※)本邦を仕向地とする再移転等については、事前同意の対象外
 居住者＇ＣＰ企業（
 再 輸 出 再 販 売
 役務の対象範囲を拡大＇詳細次頁（
 グループ外への再販売等の事前同意の対象外
 子会社出資 → 50％超
 申請者の持株比率を５０％超に見直し
 子会社の資本要件
 輸 出 輸 出
 再輸出の場合：
 輸出者である特定子会社は、親会社＇申請者（へ事前同意が必要 再販売の場合：
 輸出者である特定子会社は、販売先から誓約書を取得
 31
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３-３. ⑦ 特定子会社包括許可の役務の対象範囲について
 国内又は海外のグループ会社の合資によって、子会社の株式を過半数有している場合などで、申請者のガバナンスが日本資本５０％超の海外子会社と同等に機能すると認められる場合を想定 従来より対象であった使用の技術に加え、以下の内容が追加 ①設計又は製造に係る技術であって、輸出令別表第１の２から１５までの項の中欄に掲げる貨物の いずれにも該当しないものの設計・製造に用いるもの ② 設計又は製造に係る技術であって、輸出令別表第１の２から１５までの項の中欄に掲げる貨物の いずれかに該当するものの商品企画・研究企画段階において必要なもの ②については、毎年１回の実績報告の対象から除外。なお、許可条件により、 議事録等を７年間保存することが必要
 例（
 ①のケース・・・ 非該当であるＡ化学物質を製造する過程において、３項＇１（に該当する技術である副生されるＢ化学物質の製造技術を提供する場合
 ②のケース・・・ 該当品である新商品の企画会議の場で議論に必要な概念設計図を提供すること、研究開発の場で研究を進めるために必要な基礎理論を提供する場合
 例（ 申請者＇Ｂ社（が３０％、Ａ国にあるＢ社の１００％子会社が２５％の株式をそれぞれ所有している子会社
 役務取引の対象範囲拡大
 特定子会社の株式の過半数を有する者と実質的に同等と特に認められる者
 32
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３-４. 包括許可全体の共通改正事項について
 １．許可の範囲
 輸出貿易管理令別表第３の２＇国連武器禁輸国：アフガニスタン、コンゴ民主共和国、コートジボワール、エリトリア、イラク、レバノン、リベリア、リビア、北朝鮮、ソマリア、スーダン（及び別表第４＇懸念国： イラン、イラク、北朝鮮（に掲げる地域を経由地・仕向地とする取引は、いずれの包括許可についても 対象外 ２．マトリックス＇別表Ａ及びＢ（の表記方法 従来の国名表記から地域群表記に変更
 33
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４.「直線軸位置決め精度の申告値について」等の改正について
 ●保証値＇カタログ値等（を用いた該当機の容認 ＜改正前＞ メーカーがカタログ等で公にしてる位置決め精度は、規制対象か否かの判断に当たり 無効としていた。
 ＜改正後＞ カタログ値等が該当機を示す場合は有効とする。
 １．「輸出貿易管理令の運用について＇運用通達（」の一部改正
 ●位置決め精度の申告値の有効期間の見直し ＜改正前＞ 該当機・非該当機にかかわらず、一律に有効期間＇５年（を定め、輸出者に再提出を求めていた。
 ＜改正後＞ 該当機については、輸出者等の事務負担軽減のため、有効期間を設けないこととする。 ただし、非該当機については変更なし。
 ●補正機能について
 ＇１（補正機能の扱いに係る簡素化
 ＜改正前＞ 補正機能については、輸出時に付加する可能性があるものを全て付加した上で測定し、申告値
 の提出を求めていた。
 ＜改正後＞ メーカーが、該当機又は該当機扱いとする場合に限っては、補正機能を含め、いわゆるシリーズ
 ものの型式を一括して提出することを認める。
 ＇２（補正機能の扱いに係る簡素化
 ＜改正前＞ 補正機能のメーカー名、型式等の記載を求めており、これらが変更となった場合には、「訂正
 ＇変更（願」の提出が必要であった。
 ＜改正後＞ 該当機については、当該「訂正＇変更（願」の提出は不要とする。
 ２．「直線軸位置決め精度の申告値について」の改正
 34

Page 35
						

５. キャッチオール関連通達の改正
 ○ ６本の関連通達を一本化しました。 ○ 輸出者が行う手続きの順番に合わせた構成になりました。
 (1)対象貨物等の確認 (2)仕向地等の確認 (3)おそれの強い貨物例 (4)用途の確認 (5)需要者の確認 (6)明らかガイドライン
 １．輸出者が確認
 すべき事項
 ＇P2～P7（
 事前相談に必要な書類等を記載しています。
 ２．事前相談
 ＇P8～P10（
 インフォーム要件について記載しています。
 ３．経済産業省から許可申請すべき旨の通知を受けた場合
 ＇P10～P12（
 キャッチオール規制に係る許可申請を行う場合に必要な書類等を記載しています。
 ４．申請手続き
 ＇P12～P18（
 上記の場合の経済産業省への報告について記載しています。
 ５．核兵器等の開発等に用いられる疑いがあること等を知った場合の取扱い
 ＇P18～P19（
 おそれ省令、おそれ告示等の用語の解釈を記載しています。
 ６．用語の解釈
 ＇P19～P26（
 関連様式等 35
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６. その他の制度の見直し
 ☆相談制度の改正 「特定貨物の輸出・役務取引・特定記録媒体等輸出等の許可申請に係る事前相談及び一般相談 について」
 ・該非判定にあたって法令等の解釈に疑義が生じた場合の問い合わせに対応。 氏名等を公表しない、インターネットの利用が可能。
 ☆原子力関連貨物の窓口 「輸出貿易管理令別表第１の２の項＇１（から＇８（まで又は＇１０（若しくは＇１０の２（に掲げる貨物の 輸出許可等について」
 ・政府間手続きが必要な原子力関連貨物の許可申請について、窓口を一元化 ＇安全保障貿易審査課を窓口（する。
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☆工作機械等の輸出手続の合理化＇平成２２年３月、１０月実施（ ：申請に係る必要書類の削減及び据え付け報告の簡素化等
 ☆「返品包括」の実施＇平成２３年４月施行（ ：一般包括許可の範囲に「返品に係る輸出」を追加
 ☆技術の「使用」の定義の改正＇平成２３年１２月施行（ ：国際輸出管理レジームの定義と合わせる形で改正
 ☆再輸出等の際に必要な誓約書の見直し＇平成２４年４月施行（ ・事前同意の対象を再輸出に限定＇再移転・再販売時には原則不要（
 ・最終需要者誓約書の様式の整備
 ☆通達の整理・統合等「わかりやすさ」の向上＇平成２４年４月施行（ ・複数に分かれている関連通達の一本化
 ・申請提出書類の様式化
 ・必要提出書類を仕向地と貨物のマトリックス表で整理 等
 ７. 制度・運用の見直しの変遷
 ☆包括許可制度の見直し＇平成２４年７月施行予定（ ①一般包括制度：ホワイト国向け＇一般包括（については、電子申請を前提にCP/CL要件を撤廃。
 非ホワイト国向け＇特別一般包括（については、「実地調査」を要件に追加。
 ②特定包括制度：インフラ・プラントプロジェクト、特定子会社に係る包括制度に関して、それぞれ
 継続的取引要件、資本要件等を緩和。 37
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◆平成２２年以降、電子申請への取り組みを強化
 ◆以来、電子申請率が増加
 ◆更なる電子申請の向上に向けて、企業等へのＰＲ強化を推進中
 電子申請率の向上
 【制度関係】 ●一般包括許可＇貨物・役務（の書面許可証から電子ライセンスへの更新を円滑化する通達改正＇平成２３年１月から施行（ ●ホワイト国向け一般包括許可制度＇電子申請のみ適用（の創設＇平成２４年７月から実施（
 【システム等】 ●ＮＡＣＣＳとのシステム統合により、２４時間３６５日の申請を実現＇平成２２年２月２１日から実施（ ●本省・地方局での説明会や個別企業訪問の実施、ベストプラクティスの取りまとめと広報の実施 他
 電子申請への取り組み
 21年度 22年度＇上期（ 22年度＇下期（ 23年度＇上期（
 安保 9.2% 11.3% 18.8% 22.2%
 0.0%
 5.0%
 10.0%
 15.0%
 20.0%
 25.0%
 ８. 電子申請率向上へ向けた取り組み
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39
 その後、下記の順番で手続をお願いします。
 【Ⅰ．ＮＡＣＣＳセンター関連】 １．利用申込書等の提出＇利用者→ＮＡＣＣＳセンター（ ２．システム設定書類の提出＇利用者→ＮＡＣＣＳセンター（ ３．利用者ＩＤの取得＇ＮＡＣＣＳセンター→利用者（ ４．デジタル証明書の取得＇ＮＡＣＣＳセンター→利用者（ ５．パッケージソフトのインストール＇利用者（
 【Ⅱ．経済産業省への届出】 ※経済産業省への届出は、ＮＡＣＣＳ利用者ＩＤを取得してから行います。
 １．申請者届出書＇別表第六（と次の資料を提出
 ・届出理由書
 ・登記簿謄本＇法人（＇個人の場合は住民票（ ・大きさＡ４の返信用封筒
 ２．受領確認＇システム登録確認（の受領
 申請者届出書の内容がシステム登録されると、経済産業省から「受領確認＇システム登録確認（」が送付されます。大切に保管してください。
 ☆ まずは、ＮＡＣＣＳセンターへお電話を。 ＇次ページの窓口一覧を参照下さい。（
 NACCSセンター
 経済産業省
 9-1. ＮＡＣＣＳ貿易管理サブシステムの利用申し込み手順
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40
 ◆ＮＡＣＣＳセンターのＨＰ http://www.naccs.jp/
 （トップページ最下部の「府省共通ポータル」→「パッケージソフト」からNACCSをインストールできます。）
 ◆サービス利用申込書の入手 http://www.meti.go.jp/policy/jetras/ejetraaj.html ◆貿易管理に関する電子申請の詳しい情報 http://www.meti.go.jp/policy/jetras/ejetraaj.html
 各事務所の担当地域は以下の通り。
 事務所 担当地域
 業務部 地域サ－ビス課
 北海道 青森県 秋田県 岩手県 宮城県 福島県 栃木県 茨城県 千葉県 山形県 新潟県 群馬県 埼玉県 山梨県 東京都 神奈川県
 東海事務所 長野県 静岡県 岐阜県 愛知県 三重県
 西日本事務所 富山県 石川県 福井県 京都府 滋賀県 大阪府 奈良県 和歌山県 兵庫県 鳥取県 岡山県 香川県 徳島県 愛媛県 高知県
 九州事務所 島根県 広島県 山口県 福岡県 大分県 宮崎県 佐賀県 長崎県 熊本県 鹿児島県 沖縄県
 事務所 住所 電話番号 FAX 番号 運営時間
 業務部 地域サ－ビス課
 212 - 0013 神奈川県川崎市幸区堀川町 580 番地 ソリッドスクエア西館８階
 0120 - 794521 044 - 520 - 6280
 0120 - 794522
 044 - 522 - 6284 08:30 ～
 18:00
 東海事務所 455 - 0032 名古屋市港区入船 2 - 1 - 17 名古屋港湾会館 2F
 0120 - 794523 052 - 654 - 6511
 0120 - 794524
 052 - 654 - 6601 08:30 ～
 18:00
 西日本事務所 550 - 0004 大阪市西区靭本町 1 - 11 - 7 信濃橋三井ビル 12F
 0120 - 794525 06 - 6446 - 3812
 0120 - 794526 06 - 6446 - 3811
 08:30 ～ 18:00
 九州事務所 812 - 0011 福岡市博多区博多駅前 1 - 4 - 1 博多駅前第一生命ビル 2F
 0120 - 794527 092 - 441 - 7825
 0120 - 794528 092 - 434 - 3120
 08:30 ～ 18:00
 【経済産業省窓口】 経済産業省貿易経済協力局貿易管理部貿易管理課システム管理係 〒100-8901 東京都千代田区霞が関1丁目3番1号 Tel：03-3501-0538 ※事前に電話にてご相談してください。
 【 NACCCSセンター窓口】
 ９-2. ＮＡＣＣＳ貿易管理サブシステムの利用窓口

Page 41
						

経済産業省の安全保障貿易管理ホームページでは、安全保障貿易管理制度の概要、輸出許可申請の手順、リスト規制に係る該非判定の流れ等を紹介。
 URL: http://www.meti.go.jp/policy/anpo/index.html 許可申請に関する
 大半の基本情報が
 記載されています。
 １０. 安全保障貿易管理ホームページの活用
 41
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